（２－３）
健康診断委託契約書（案）
大阪精神医療センター職員（以下「職員」という。）健康診断（定期・特殊）業務について、大阪精神医療センター（以下「甲」という。）と　　　　　　　（以下「乙」という。）との間に次のとおり契約を締結する。

（委託業務）

第１条　乙は、甲の指定する職員について、次に掲げる健康診断に必要な諸検査等を実施する。

(1) 定期健康診断

①　雇入時健康診断
②　一般定期健康診断

③　深夜業務従事職員健康診断

(2) 特殊健康診断

①　電離放射線業務従事職員特殊健康診断
(3)感染症検査
①　４種抗体検査
（委託期間）

第２条　委託期間は、令和3年4月1日から令和6年3月31日までとする。

（実施時期等）

第３条　健康診断の実施時期等は、甲乙協議して定める。

（契約単価）
第４条　契約単価は、別紙2、別紙3、別紙4のとおりとする。なお、健康診断の費用は、検査項目毎の受診人数に契約単価を乗じて得た額の合計に100分の110を乗じて得た額（以下「委託料」という。）とする。
（契約保証金）
第５条　契約保証金は、地方独立行政法人大阪府立病院機構会計規程第44条によるものとする。ただし、地方独立行政法人大阪府立病院機構契約事務取扱規程第26条第１項第１号又は第３号に該当する場合は、免除とする。なお、契約保証金の算出に当たっては、別紙の受診予定人数に第４条の契約単価を乗じて得た額の合計に100分の5を乗じて得るものとする。
（権利義務の譲渡等の禁止）

第６条　乙は、この契約により生じる一切の権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。

（再委託等の禁止及び誓約書の提出）
第７条　乙は、この契約の履行について、業務の全部若しくは一部を第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。ただし、乙が、委任し、又は請け負わせようとする受任者又は下請負人の名称、その他甲が必要とする事項を書面をもって甲に通知し、甲の承認を得て業務の一部を委任し、又は請け負わせるときは、この限りでない。
２　乙が前項ただし書きの規定により、業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせるときは、次の各号のとおりとする。
(1) 受注者は、次のいずれかに該当する者を受任者又は下請負人としてはならない。

ア　入札参加停止措置を受けている者（ただし、民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開始の申立て又は会社更生法（平成14 年法律第154 号）の規定による更生手続開始の申立てをしたことにより入札参加停止の措置を受けたものを除く。）

イ　大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に関する規則（令和２年大阪府規則第61号。以下「暴力団排除措置規則」という。）第３条第１項に規定する入札参加除外者（以下「入札参加除外者」という。）

ウ　暴力団排除措置規則第９条第１項に規定する誓約書違反者（以下「誓約書違反者」という。）

エ　第31条第２項第12号に掲げるアからエのいずれかに該当する者

(2) 受注者は、受任者又は下請負人の行為のすべてについて責任を負うものとする。
３　乙は、受任者又は下請負人それぞれから暴力団排除措置規則第８条に規定する誓約書を徴取し、発注者に提出しなければならない。
４　発注者は、受注者が入札参加除外者、誓約書違反者又は第31条第２項第12号に掲げるアからエのいずれかに該当する者を受任者又は下請負人とし、又は大阪府暴力団排除条例（平成22年大阪府条例第58号）第10条第２号に規定する者と契約を締結していると認められる場合は、受注者に対して、当該契約の解除を求めることができる。当該契約の解除を行った場合における一切の責任は、受注者が負うものとする。
（個人情報の保護）

第８条　乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、地方独立行政法人大阪府立病院機構個人情報の取扱及び管理に関する規程その他法令に定めあるもののほか、この契約による業務を実施するための個人情報の取扱いについては、別記「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。

（秘密の保持及び資料等転用の禁止等）

第９条　乙は、本業務を行う上で知り得た業務上の秘密を他人に漏らし、又は他の目的に利用してはならない。

２　乙は、甲が提供する一切のデータ、プログラム、資料等を本業務以外の用に供するほか、複写及び複製をしてはならない。

（結果報告）

第10条　乙は、第１条に基づく諸検査等を実施した後、速やかに受診者名簿を作成するとともに、実施結果を記載した書面並びに甲が指示する形式による当該結果のデータを甲に提出するものとする。

（検査）

第11条　甲は、委託業務終了後、乙からの結果報告をもとに諸検査等の受診人数及び実施内容について、検査を実施するものとする。

（委託料の支払い）

第12条　乙は、第11条の検査に合格したときは、甲に対し、第４条により算出した委託料の支払いを請求するものとする。

２　甲は、乙からの請求書が到着した日の翌月末日までに委託料を乙に支払うものとする。

３　甲は、自己の責めに帰すべき事由により、前項の規定による委託料の支払いが遅れたときは、乙の請求に基づき、未払金額につき、遅延日数に応じ、年５パーセントの割合で計算して得た額の遅延利息を乙に支払うものとする。

（損害賠償）
第13条　乙は、自己の責めに帰する事由により、委託業務の実施に関し、甲又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。
（甲の解除権）
第14条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約の全部又は一部を解除することができる。
(1)　正当な理由なくこの契約の全部又は一部を履行しないとき。
(2)　乙の責めに帰する理由により契約期間内に業務を完了しないとき、又は完了する見込みがないと明らかに認められるとき。
(3)　この契約の締結又は履行に当たり不正な行為をしたとき。
(4)　この契約に定める条項に違反し、又は違反するおそれがあると認められるとき。
(5)　故意又は過失により甲に重大な損害を与えたとき。
(6)　乙からこの契約の解除の申し入れがあったとき。
(7)　第７条第４項の規定により、甲から委任又は下請契約の解除を求められた場合において、乙がこの求めに応じなかったとき。

２　前項の規定によりこの契約が解除されたときは、乙は、違約金として、契約金額の100分の５に相当する額を、甲の指定する日までに、甲に支払わなければならない。
３　前項の場合において、甲は、契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、当該契約保証金又は担保をもって違約金に充当することができる。
４　前２項の規定による違約金の支払いは、別に損害賠償の請求を妨げるものではない。
５　乙は、この契約により、甲に支払うべき債務が生じた場合において、その債務額を甲の指定する期限内に納付しないときは、指定期限日の翌日から納付の日までの日数に応じ債務額に対して年５パーセントの割合で算出した金額を遅滞料として併せて甲に納付しなければならない。

第15条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。
(1)　役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその法人の役員又はその支店若しくは営業所（常時業務の契約を締結する事務所をいう。）を代表するものをいう。）又は経営に事実上参加している者が暴力団員であると認められるとき。
(2)　役員等又は経営に事実上参加している者が、自己若しくは第三者の利益を図り又は第三者に損害を加える目的で、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。
(3)　役員等又は経営に事実上参加している者が暴力団の威力を利用する目的で、又は暴力団の威力を利用したことに関し、暴力団又は暴力団員に対して、金品その他の財産上の利益又は役務の供与（以下「利益の供与」という。）をしたと認められるとき。そのほか、暴力団又は暴力団員に対し、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなる相当の対償のない利益の供与をしたと認められるとき。
(4)　役員等又は経営に事実上参加している者が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。
(5)　第７条第１項の規定により第三者に委任し、又は請け負わせようとするときの契約又は資材､原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方が第１号から第４号に規定する行為を行う者であると知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。
２　乙は、前項の規定によりこの契約が解除されたときは、違約金として契約金額の100分の５に相当する額を甲の指定する期間内に支払わなければならない。

（紛争の処理）

第16条　乙は、この契約に関し、第三者との間に甲の責めに帰さない紛争が生じたときは、乙の負担においてその一切の処理をするものとする。

（疑義等の決定）
第17条　この契約に定めのない事項又はこの契約に関して疑義が生じたときは、甲乙協議の上、これを定めるものとする。
この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。

令和　　年　　月　　日

甲　枚方市宮之阪三丁目１６番２１号

地方独立行政法人大阪府立病院機構

大阪精神医療センター

院　長　　岩　田　和　彦
乙　
別　記

特　記　仕　様　書

Ⅰ　妨害又は不当要求に対する報告義務
１　乙は、契約の履行に当たって、大阪府立病院機構発注工事等に係る暴力団排除等手続要領の定めるところにより、暴力団員及び暴力団密接関係者等から社会通念上不当な要求又は契約の適正な履行を妨げる行為（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、甲及び管轄警察署への報告を行わなければならない。 

２　報告は、不当介入報告書により、速やかに、甲及び管轄警察署の行政対象暴力対策担当者に行うものとする。ただし、急を要し、当該不当介入報告書を提出できないときは、口頭により報告することができる。この場合は、後日、不当介入等報告書を各々提出するものとする。 

３　乙は、下請負人等が暴力団員及び暴力団密接関係者等から不当介入を受けた場合は、速やかに報告を行うよう当該下請負人等に指導しなければならない。
Ⅱ　個人情報取扱特記事項

（基本的事項）

１　乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。

（秘密の保持）

２　乙は、この契約による事務に関して知り得た情報をみだりに他人に知らせてはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。

（事務従事者への周知）

３　乙は、この契約による事務に従事している者に対して、在職中及び退職後においてもこの契約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に必要な事項を周知させるものとする。

（再委託の禁止）

４　乙は、甲の承諾がある場合を除き、この契約による事務の全部又は一部を第三者に委託してはならない。

（適正管理）

５　乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又は損傷の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

（収集の制限）

６　乙は、この契約による事務を行うために個人情報を収集するときは、事務の目的を達成するために必要な範囲で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。

（目的外利用・提供の禁止）

７　乙は、甲の指示がある場合を除き、この契約による事務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外の目的のために利用し、又は甲の承諾なしに第三者に提供してはならない。

（複写、複製の禁止）

８　乙は、甲の承諾がある場合を除き、この契約による事務を行うために甲から引き渡された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。

（資料等の返還）

９　乙は、この契約による事務を処理するために、甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、若しくは作成した「個人情報が記録された資料等」を、この契約完了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは当該方法によるものとする。

（廃棄）

10　乙は、この契約による事務に関して知り得た個人情報について、保有する必要がなくなったときは、確実かつ速やかに廃棄し、又は消去しなければならない。

（調査）

11　甲は、乙が契約による事務の執行に当たり取り扱っている個人情報の状況について、随時調査することができる。

（事故発生時における報告）

12　乙は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。

